
上牧町まちづくり基本条例取組状況評価一覧

（令和5年度）

条文[PLAN] 取組内容[DO] 今後の方針[ACTION]

（項目）条・項・号　主な内容 主な取組・事務等 達成度 取組方針・改善策等

第1条（目的）

第2条（定義）

第3条（基本原則）

　まちづくりは、次に掲げる基本原則により
行います。
（1）町民、議会及び執行機関は、まちづくり
に関する情報を共有します。
 (2)　まちづくりは、町民が参画し、議会及
び執行機関と協働して行います。
（3）議会及び執行機関は、職務を誠実に遂行
するとともに、町民に対し説明責任を果たし
ます。
（4）まちづくりは、計画に立脚して行い、そ
の結果を検証及び評価し、まちづくりの改善
に役立てます。

第4条第1項（最高規範）

　この条例は、上牧町におけるまちづくりの
最高規範であり、町は、他の条例、規則等の
制定改廃及び運用にあたっては、この条例の
趣旨を最大限に尊重し、この条例との整合性
を図らなければなりません。

〇条例、規則等の制定改廃
成
果

〇条例、規則等について、まちづくり
基本条例の趣旨を尊重し、整合を図り
ながら、制定改廃を行いました。

A
〇今後もまちづくり基本条例
と整合を図りながら、条例、
規則等の制定改廃に努めてい
きます。

第4条第2項（基本的な体系化と制度の
整備）

　町は、この条例に定める内容に即して、他
の条例、規則等の体系化を図り、まちづくり
の基本的な計画の体系化と制度の整備に努め
なければなりません。

○第5次総合計画の検証
成
果

〇第5次総合計画の検証にあたっては、
基本施策に位置付けられた各種取組の
進捗状況や成果についての確認を行
い、まちづくり基本条例の趣旨に照ら
して実施しました。また、検証結果に
ついては町ホームページで公表してい
ます。

A

〇総合計画については、基本
施策に関連する全ての条例、
規則等の点検も含め、適切に
取り組んでいるか、継続して
検証を実施していきます。

第5条（まちづくり参画の権利）

　町民は、まちづくりの主体であり、まちづ
くりに参画する権利を有します。

第6条（未成年のまちづくり参画の権
利）

　未成年の町民についても、各々の年齢に応
じてまちづくりに参画する権利を有します。

第7条（まちづくり参画における町民の
責務）

　町民は、まちづくりに関する多様な活動が
自治を育てるということを認識し、互いの活
動を尊重しなければなりません。

成
果

○本会議、常任委員会及び特別委員会
等で、その責務を果たすよう努めまし
た。

課
題

○今後も委員会等で諸課題について議
論していきます。

成
果

○特にインターネット中継は有効であ
り、オンラインでの傍聴数が伸びてき
ています。

課
題

○個人情報保護等の観点を考慮しつ
つ、公開の全員協議会をより活用し情
報共有を図ります。

成
果

○議会や各委員会のインターネット配
信及び年4回の議会だより等で情報提供
を行いました。

課
題

○対面での議会報告会については、参
加人数が天候等に左右されるため「来
場型」と「オンライン型」を併用する
など、一層の工夫が必要と考えます。

○本会議、委員会の公開
○議会だよりの発行(年4回)
○インターネット中継の実施等による
あらゆる情報の住民との共有

○本会議、委員会の公開
○議会だよりの発行(年4回)
○インターネット中継の実施
○対面での議会報告会の実施

◆第3章　議会の議員の役割と責務等（第8条～第10条）

評価[CHECK]

成果・課題

検証対象外（具体的な取組については第3章以降に記載）

◆第1章　総則（第1条～第4条）

◆第2章　町民の権利と義務（第5条～第7条）

検証対象外

検証対象外

検証対象外（町民の参画の権利について規定したもの）
※町民が参画するための取組に関する評価は第13条第2項で行います。

検証対象外（町民の参画の権利について規定したもの）
※町民（未成年）が参画するための取組に関する評価は第13条第2項で行います。

検証対象外（町民の責務について規定したもの）

第4条（最高規範性）

第8条（議会の役割と責務）

第8条第1項（議会の責務）

　議会は、直接選挙により選ばれた議員で構
成される、町としての意思を審議及び決定す
る機関として設置され、この条例に基づき議
会としての責務を果たします。

○全ての議会活動 A ○継続して実施していきま
す。

○継続して実施していきま
す。

第8条第3項（説明責任）

　議会は、主権者である住民に対する説明責
任を果たすため、議会における意思決定の内
容及びその過程を説明しなければなりませ
ん。 A ○継続して実施していきま

す。

第8条第2項（情報提供、会議の公開に
より住民と情報共有）

　議会は、住民が議会活動に関心と理解を深
めるよう積極的に情報を提供するとともに、
議会及び委員会の全ての会議を公開し、住民
と情報を共有します。ただし、必要と認めら
れる時は、会議を非公開とすることができま
す。その場合は、非公開とする理由を公表し
なければなりません。

A

[達成度] A「概ね達成している」

B「取り組んでいるが、改善の余地がある」

C「できていない」
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上牧町まちづくり基本条例取組状況評価一覧

（令和5年度）

条文[PLAN] 取組内容[DO] 今後の方針[ACTION]

（項目）条・項・号　主な内容 主な取組・事務等 達成度 取組方針・改善策等

評価[CHECK]

成果・課題

[達成度] A「概ね達成している」

B「取り組んでいるが、改善の余地がある」

C「できていない」

成
果

○悪天候にも関わらず、6人の住民が参
加し、活発な発言がありました。

課
題

○住民から事前に質問を受け付けるな
どの工夫が必要と考えます。

成
果

○本会議あるいは委員会審議で、政策
提案を行い、実現した事業もありまし
た。

課
題

○一般質問や委員会審議での提案はあ
りましたが、議会としての政策提案、
議論までには至りませんでした。

成
果

○町政運営に関して、決算審議や一般
質問を行い、その内容を議会だよりを
通じて報告しました。

課
題

○町政運営に関する調査及び監視を適
切に行っていくために、研修等に参加
し、必要な知識の習得や情報収集に努
める必要があります。

成
果

○議会や各委員会で理事者側に説明を
求め、権限を行使しました。

課
題

○理事者側には、分かりやすく、具体
的な説明を求めていくように努めま
す。

成
果

○議会や各委員会で理事者側に説明を
求め、権限を行使しました。

課
題

○引き続き、住民要望に応えられるよ
うに努めます。

成
果

○住民の代表として誠実に職務を果た
しました。

課
題

○引き続き、住民要望に応えられるよ
うに努めます。

成
果

○先進市町村への研修や他市町村議員
との交流を図り、行政運営に有効な知
識や情報を得ることが出来ました。

課
題

○議会及び町政に関心を持ってもらえ
るよう、一層の努力と工夫が必要で
す。

成
果

○住民の声を真摯に受け止め、理事者
と議論しながら町の安全、安心の要望
に応えることができました。

課
題

○今後も住民の声に耳を傾け町政に反
映するパイプ役となり、しっかりと政
策を提案していきます。

成
果

○行政視察を通じて、各種情報収集や
調査研究を行うことで審議能力の向上
に努めました。

課
題

○議員の個人研修について、積極的に
参加することで能力の向上に努めてい
きます。

○対面での議会報告会の実施

第8条第4項（住民の声を政策に反映）

　議会は、住民参画を推進するため、公聴会
や参考人制度等を活用するとともに、住民と
の対話の場を設け、広く意見を求め、住民の
声が政策に反映されるよう努めなければなり
ません。

A

○一般質問や委員会審議における政策
提案

○予算、決算委員会での審議及び一般
質問等

第10条第3項（行政活動の監視と点検、
行政の改善促進）

　議員は、行政活動が適正かつ効率的並びに
効果的に行われるよう監視と点検を行い、一
般質問及び質疑を活用して、行政の改善を促
進しなければなりません。

A ○継続して実施していきま
す。

第10条第4項（調査研究、政策立案、審
議能力の向上）

　議員は、常に課題意識を持ち、広く町内外
の情報を収集してまちづくりの調査研究を行
い、政策立案能力及び審議能力の向上に努め
なければなりません。

A ○継続して実施していきま
す。

○一般質問や委員会審議など

○政策立案及び審議能力の向上に資す
る情報収集・調査研究

第10条（議員の役割と責務）

第10条第2項（説明責任、政策提案）

　議員は、議会活動に関する情報を住民に分
かりやすく説明するとともに、広く住民の声
に耳を傾け、これを町政に反映させるよう積
極的に政策を提案し、その実現に向けて最大
限努力しなければなりません。

A
○継続して実施していきま
す。

○政策提案に向けた情報収集等

第8条第6項（執行機関の町政運営を調
査、監視し、結果を公表）

　議会は、その権限を有効に用いて、執行機
関の町政運営を調査並びに監視し、その結果
を公表しなければなりません。 A ○継続して実施していきま

す。

第9条（議会の権限）

第9条第2項（条例の改廃、決算の認定
等）

　議会は、条例の制定改廃や決算の認定など
法に定められた権限、執行機関の町政運営を
監視、けん制する権限並びに次に掲げる事項
を議決する権限を持っています。
(1) 基本構想及びこれを具体化するための基
本計画（以下これらを「総合計画」といいま
す。）
(2) 住民生活又は地域に影響を及ぼす重要な
施策及び制度
(3) 他市町村との協定並びに連携

○議会の権限行使 A ○継続して実施していきま
す。

第10条第1項（議会の責務）

　議員は、住民により選ばれた公職者とし
て、責任を自覚するとともに品位を保持し、
住民全体の福祉の向上と暮らしやすいまちづ
くりを目指して、誠実に職務を果たさなけれ
ばなりません。

○議員としての自覚を持った行動
○誠実な職務の履行 A ○継続して実施していきま

す。

第9条第1項（議会の権限）

　議会は、まちづくりの主体を町民としたこ
の条例の主旨に基づき、議会の責務を果たす
ため権限を行使します。

○議会の権限行使 A ○継続して実施していきま
す。

○継続して実施していきま
す。

第8条第5項（政策提案と立法活動）

　議会は合議制であることを自覚し、長期的
展望をもって政策を議論し、まちづくりに必
要な政策提案と立法活動を行わなければなり
ません。 B

○議員各自において様々な政
策提言が行われていますが、
議会として統一した「政策提
言」については困難な課題が
あり、全議員で議論していく
必要があります。
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上牧町まちづくり基本条例取組状況評価一覧

（令和5年度）

条文[PLAN] 取組内容[DO] 今後の方針[ACTION]

（項目）条・項・号　主な内容 主な取組・事務等 達成度 取組方針・改善策等

評価[CHECK]

成果・課題

[達成度] A「概ね達成している」

B「取り組んでいるが、改善の余地がある」

C「できていない」

成
果

○開かれた町政運営の実現に向け、当
初予算の編成にあたり、所信表明の中
で町長の考え方や今後の方針を示しま
した。
○令和5年11月～令和6年2月の期間で、
町政運営に関するタウンミーティング
を実施しました。

課
題

○タウンミーティングについては、よ
り多くのかたに参加してもらうため
に、実施方法や時間等について検討し
ていく必要があると考えます。

第11条第2項（町政運営の目標、方針を
明示し結果を公表）

　町長は、毎年、町政運営の目標並びに方針
を明示し、結果を公表しなければなりませ
ん。

○施策方針及び決算報告の広報紙への
掲載

成
果

○広報紙を通じて、施策方針や事業の
実施結果について公表し、情報共有を
図りました。

A
○町政運営における目標、方
針の明示、結果の公表につい
て、広報紙を活用し継続して
実施していきます。

第12条第1項（公募を原則とし応募状
況、採用結果を公表）

　町長は、職員の採用にあたっては、公募を
原則とし、応募状況、採用結果について公表
しなければなりません。

〇公募による職員の採用
〇職員採用に関する応募状況及び採用
結果の公表

成
果

〇職員の採用については、公募で実施
するとともに、採用までの透明性を確
保するため、応募状況、採用結果につ
いてホームページで公表しました。

A
〇今後も引き続き、公募によ
る職員の採用や採用情報の公
表を実施していきます。

第12条第2項（職員の養成）

　町長は、町民との協働に必要な能力を備え
た職員の養成に努めなければなりません。

〇職員研修の実施
〇新規採用職員研修の実施
〇奈良県市町村職員研修センター主催
の各種研修の派遣

成
果

〇町内研修の実施、また各種研修への
参加により、職員としての資質と能力
の向上に努めました。

A

〇今後も積極的に研修に参加
し、職員としての資質と能力
の向上に努めるとともに、研
修の実施にあたっては、適宜
内容を見直しながら効果的に
人材育成を進めていきます。

第13条第1項（執行機関の責務）

　執行機関は、その権限と責任において、公
正で誠実かつ迅速に職務を執行しなければな
りません。

〇誠実かつ迅速な職務の執行
〇人事評価制度の実施

成
果

〇日常業務においては、公正で誠実か
つ迅速な職務の遂行に努めました。
〇執行機関の責務として、人事評価制
度の実施による人材育成に努めるとと
もに、制度の理解を深めるための研修
を実施しました。

A

〇今後も引き続き、人材育成
を進めながら、全ての事務事
業において、公正で誠実かつ
迅速な職務の遂行に努めてい
きます。

第13条第2項（町民の参画機会の保障）

　執行機関は、町民と協働してまちづくりを
推進するため、多様な参画制度を設け、町民
の参画の機会を保障しなければなりません。

○パブリックコメント手続の運用
○審議会等委員の公募
○各種アンケート調査の実施
○租税教室の開催（小学校1校、中学校
1校）
○「一日こども町長体験」の実施
○ジュニアリーダー研修事業の実施

成
果

○委員の公募やパブリックコメントの
実施、アンケート調査等、まちづくり
参画機会の確保に努めました。
○未成年の参画に関する取組として、
町の事業への参加依頼や税の出前講座
の開催等を行いました。

A

○まちづくり参画の機会を確
保するための取組について、
様々な参画手法の調査・研究
を行いながら、今後も継続し
て実施していきます。

第14条第1項（町職員の職務専念）

　町職員は、全体の奉仕者として、公共の利
益のために公正で誠実かつ効果的に職務に専
念しなければなりません。

○全ての行政事務における職務専念
成
果

○町職員として、常に町民全体の奉仕
者であることを自覚し、町民の利益の
ため、公正で誠実かつ効果的な職務の
実施に努めました。

A
○今後も引き続き、公正で誠
実かつ効果的な職務に専念す
るとともに、必要な知識・技
能の習得に努めていきます。

第14条第2項（職務に必要な知識技能の
向上）

　町職員は、常に公務員として職務に必要な
知識、技能の向上に努めなければなりませ
ん。

○各種説明会・研修への参加
成
果

○各種説明会・研修に参加し、公務員
として必要な知識、技能の向上に努め
ました。

A

○説明会・研修については、
今後も積極的な参加に努める
とともに、説明会や研修の内
容について情報共有を図って
いきます。

第15条第1項（法令遵守）

　町は、まちづくりに関する施策の公正性及
び透明性を確保するため、常に法令を遵守
し、そのための必要な措置を講じるものとし
ます。

○全ての行政事務における法令の遵守
成
果

○全ての事務において、法令の遵守に
努めました。 A

○今後も引き続き、全ての事
務において法令の遵守に努め
ていきます。

成
果

○先進的に取り組んでいる団体の調
査・研究を実施しました。

課
題

○「必要な措置」として、公益通報制
度等を含めた法令順守に関する条例の
整備が必要であると考えます。

◆第4章　執行機関の役割と責務等（第11条～第15条）

第11条（町長の責務）

第14条（町職員の責務）

第15条（法令の遵守等）

第15条第2項（必要な措置を別途定め
る）

　前項に規定する必要な措置については別途
定めます。

○関係法令等の整備
○法令遵守の整備について
は、早期に制定できるように
進めていきます。

B

○当初予算の編成における所信表明
○タウンミーティングの実施

第12条（職員採用等）

第11条第1項（まちづくりの基本理念を
実現するよう、公正で透明で開かれた
町政運営）

　町長は、町の代表者として町民の信託にこ
たえ、まちづくりの基本理念を実現するよう
公正で透明で開かれた町政の運営にあたらな
ければなりません。

A
○今後も所信表明やタウン
ミーティングを通して、町政
に関する説明を行っていきま
す。

第13条（執行機関の責務）
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上牧町まちづくり基本条例取組状況評価一覧

（令和5年度）

条文[PLAN] 取組内容[DO] 今後の方針[ACTION]

（項目）条・項・号　主な内容 主な取組・事務等 達成度 取組方針・改善策等

評価[CHECK]

成果・課題

[達成度] A「概ね達成している」

B「取り組んでいるが、改善の余地がある」

C「できていない」

第16条第1項（最小の経費で最大の効果
をあげる組織づくり）

　町は、社会情勢の変化に対応し、町民に分
かりやすく機能的で、最小の経費で最大の効
果を挙げるよう組織づくりを行うものとしま
す。

〇機構改革の実施
成
果

〇最小の経費で最大限の効果を挙げる
ため、より部局間の連携が可能である
組織編制を実施しました。

A
○地域の情勢や住民ニーズに
沿って、必要に応じて組織の
編成に取り組んでいきます。

成
果

〇課題であった保健師の採用につい
て、1名採用内定まで至りました。

課
題

〇保健師の採用に関しては、申込みが
少なく、1名を採用内定としましたが、
必要人数には達していません。

第16条第3項（縦割り行政の弊害をなく
すための相互連携）

　町の組織は、状況の変化に柔軟に対応し、
縦割り行政の弊害をなくすうえにおいても相
互の連携を図らなければなりません。

○庁内横断的な会議等の開催
○関係各課との情報共有

成
果

○各種課題に対する担当課主催の会議
（子育て、教育、健康福祉、文化等）
を開催するなど、課題解決に向けた情
報共有・協議・検討を行いました。

A

○社会情勢の変化や住民ニー
ズに柔軟に対応するため、部
局間における連携をより一層
深めていけるように、日頃か
ら課題の共有を図るよう努め
ていきます。

第17条第1項（危機管理体制の確立）

　町は、町民、関係機関等との協力及び連携
により、不測の事態に備えるため、総合的か
つ機動的な危機管理体制の確立に努めなけれ
ばなりません。

○避難所開設・運営訓練の実施
〇災害対策本部の立上げ
○ブロック塀等撤去工事に対する助成
○民生委員・児童委員による災害時要
援護者台帳の整備
○高齢者等見守りネットワーク事業
○登下校時見守りシステム導入に向け
た検討

成
果

○台風等の災害発生時には、災害対策
本部を立ち上げ、必要に応じて避難所
の開設を行いました。
○地震に伴う建物・ブロック塀等の倒
壊による人的被害の防止を目的とし
て、住宅の耐震化やブロック塀等の撤
去に対する助成制度を継続して実施し
ました。

A

○今後も引き続き、防災訓練
の充実、各種助成、関係機関
との連携等を通じて、危機管
理体制の強化を図っていきま
す。

第17条第2項（自主防災組織の向上のた
めの町民活動支援）

　町は、危機管理体制のなかで自主防災機能
の向上を図るため、町民の活動を積極的に支
援します。

〇防災士資格取得支援事業の実施
○自治会防災事業補助金の交付
○自治連合会運営事業補助金の交付
○防災教育用食糧（救給カレー）の備
蓄
○洪水ハザードマップの作成

成
果

○新たに6名が、防災士の資格を取得し
ました。
○自治連合会運営事業補助金の交付を
通じて、自治会が行う防犯活動を支援
しました。
○災害時に備え、各校に防災教育用食
糧（救給カレー）を購入しました。
○洪水ハザードマップを作成し、全戸
配布しました。

A
○今後も引き続き、地域活動
や自主防災活動に対して、積
極的に支援していきます。

第18条第1項（総合計画及び都市計画マ
スタープラン等の策定）

　町は、総合的かつ計画的に町政運営を図る
ため、総合計画及びこれに基づく都市計画マ
スタープラン等をこの条例の趣旨にのっとり
策定し、計画的な町政運営に努めなければな
りません。

※第3条第1項第4号（PDCAサイクル確立の原
則）を念頭に置き、評価を行ってください。

○第5次総合計画に基づく町政運営
○国民健康保険保健事業実施計画の策
定
○地域福祉計画及び地域福祉活動計画
の推進
○第6期障がい福祉計画の推進
○障がい者計画及び第7期障がい福祉計
画の策定
○子ども・子育て支援事業計画の推進
○第2次健康増進計画・食育推進計画の
推進

成
果

○総合計画に位置付けられた取組につ
いては、評価、検証を行い、改善を図
りながら計画的な町政運営に努めまし
た。
○地域福祉計画や子ども・子育て支援
計画等、各分野においても計画を策定
し、推進することで、計画的な事業の
実施に努めています。

A
○今後も総合計画に基づく計
画的な町政運営や各分野の計
画に基づいた事業の実施を推
進していきます。

第18条第2項（総合計画の策定、見直し
並びに評価に対する町民の参画）

　町は、総合計画の策定、見直し並びに評価
にあたっては、幅広く町民の参画を得て行わ
なければなりません。

〇第5次総合計画の進行管理
成
果

〇総合計画の進行管理については、
PDCAサイクルの手法を用いて、取組状
況の評価、検証を行いました。また、
検証結果についてはホームページでの
公表を行いました。

A
〇今後も、総合計画の策定、
見直し及び評価については、
幅広く町民の参画機会の確保
に努めていきます。

　町は、政策の立案から実施、評価に至るま
で、その経過や内容、目標の達成状況等を町
民に分かりやすく説明しなければなりませ
ん。

○各課の事務における住民への説明
○第5次総合計画における検証結果の公
表
○まち・ひと・しごと創生総合戦略に
おける検証結果の公表
○まちづくり基本条例における検証結
果の公表

成
果

○各課において、窓口のほか、広報紙
や町ホームページを活用して、丁寧な
説明に努めました。
○総合計画、総合戦略、まちづくり基
本条例については、取組内容の評価、
検証を行い、検証結果について、町
ホームページで公表しました。

A

○今後も引き続き、丁寧な説
明に努めていきます。
○総合計画、総合戦略、まち
づくり基本条例について、引
き続き評価、検証を行ってい
きます。資料の公表に際して
は、わかりやすい内容となる
よう努めていきます。

第16条第2項（職員の適切な任用及び効
果的な人員配置）

　町は、職員の適切な任用及び効果的な人員
配置を図るものとします。

○専門職職員の採用 B
○今後も引き続き、適材適所
の観点から必要な専門職の採
用を進めていきます。

◆第5章　町政運営（第16条～第26条）

第16条（組織の編成）

第17条（危機管理）

第18条（総合計画等の策定）

第19条（説明責任）
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上牧町まちづくり基本条例取組状況評価一覧

（令和5年度）

条文[PLAN] 取組内容[DO] 今後の方針[ACTION]

（項目）条・項・号　主な内容 主な取組・事務等 達成度 取組方針・改善策等

評価[CHECK]

成果・課題

[達成度] A「概ね達成している」

B「取り組んでいるが、改善の余地がある」

C「できていない」

成
果

○自治会要望については、職員による
迅速な対応や予算への反映なども含
め、可能な限り対応しています。
○聴覚障害者協会からの要望について
は、手話通訳者を交えた回答の場を設
け、手話言語の推進や、ろう者への支
援の充実について話し合いを行いまし
た。

課
題

○定期的な公表まで至っていません。

第20条第2項（条例の制定）

　前項に規定する事項については、別に条例
で定めます。

-
課
題

○応答責任に関する条例の制定には
至っていません。 C

○応答責任に関する条例につ
いては、早期に制定できるよ
うに進めていきます。

第21条第1項（総合計画実施のため中期
及び長期財政計画を定め健全な財政運
営）

　町は、総合計画を実施するため、中期及び
長期財政計画を定め、財源を効率的かつ効果
的に活用し、健全な財政運営を図らなければ
なりません。

〇中長期財政計画の策定
成
果

〇令和5年12月に総合計画の実施計画で
ある中長期財政計画の策定（更新）を
行いました。

A 〇今後も計画的な財政運営を
推進していきます。

第21条第2項（財政計画の住民公表）

　町は、財政計画を定めたときは、住民に分
かりやすく公表しなければなりません。

〇中長期財政計画の公表
成
果

〇令和5年12月に策定した中長期財政計
画について、議会やタウンミーティン
グで説明を行いました。また、ホーム
ページで計画の公表を行いました。

A
〇今後も財政計画の公表につ
いて、わかりやすい内容にな
るように努めていきます。

第22条第1項（予算編成の過程も含め予
算について公表）

　町長は、予算について、編成過程を含め、
住民が具体的に把握できるよう、分かりやす
く公表しなければなりません。

〇町ホームページ等による当初予算概
要の公表

成
果

〇予算については、主な施策を具体的
に把握できる資料として当初予算概要
を作成し、公表しました。

A
〇今後も予算内容の公表につ
いて、わかりやすい内容にな
るよう努めていきます。

第22条第2項（予算の執行計画を策定し
公表）

　町長は、町の事業の予定及び進捗状況が明
らかになるよう予算の執行計画を策定し、住
民に分かりやすく公表しなければなりませ
ん。

〇予算執行計画書の策定
〇広報紙における当初予算に関する内
容の掲載
〇財政状況の公表

成
果

〇予算の計画的な執行を目的として、
予算執行計画書を策定しました。
〇広報紙において、主な事業の予定に
関する内容を掲載しました。
〇「財政状況の公表」において、予算
執行状況や財産の変動について公表し
ました。

A
〇今後も事業の予定等につい
て、わかりやすい内容の公表
に努めていきます。

第22条第3項（決算内容の公表）

　町長は、住民が決算内容を理解できるよ
う、分かりやすく公表しなければなりませ
ん。

〇町ホームページ等による決算成果に
関する報告書の公表

成
果

〇決算内容については、決算額の増減
分析や町債・基金残高の推移、事業の
成果等がわかる資料として、「決算成
果に関する報告書」を作成し、公表し
ました。

A
〇今後の決算内容の公表につ
いて、わかりやすい内容にな
るよう努めていきます。

成
果

○財務書類の作成にあたり、固定資産
台帳の更新を行いました。
○個別施設計画に基づいて、各施設の
管理・運営に努めました。

課
題

○個別施設計画において、今後の在り
方の検討が必要となっている施設につ
いては、適宜検討を進めていく必要が
あります。

　町長は、財政に関する状況について、具体
的な所見を付して分かりやすく公表しなけれ
ばなりません。

〇財政状況の公表
成
果

○財政状況の公表に関する条例に基づ
き、財政状況の公表（6月、12月）を行
いました。

A
〇今後も財政に関する状況の
公表について、わかりやすい
内容になるよう努めていきま
す。

　町は、効果的かつ効率的な行政サービスと
行政運営の透明性の向上を図るため、客観的
行政評価を実施し、その結果を公表するとと
もに、その評価に基づいて、町政運営の改善
に努めなければなりません。

〇第5次総合計画における取組内容の評
価・検証の実施

成
果

〇総合計画については、PDCAサイクル
の手法を用いて、取組内容に対する評
価、検証を行うことで事業の改善を図
りながら取組を進めることができてい
ると考えます。また、検証結果につい
ては、町ホームページで公表しまし
た。

A

〇今後も引き続き、PDCAサイ
クルを活用した評価、検証を
行っていくとともに、その評
価に基づき町政運営の改善を
図っていきます。

第22条（予算編成、執行及び決算）

第24条（財政状況の公表）

第23条（財産管理）

　町長は、町が保有する財産を明らかにし、
財産の計画的な管理及び効率的な運用に努め
なければなりません。

〇固定資産台帳の更新
〇個別施設計画に基づく施設の管理 B

○今後も町が保有する財産を
明らかにするために、固定資
産台帳の更新を行うととも
に、個別施設計画に基づき、
公共施設のマネジメントを推
進していきます。

第20条（応答責任）

第20条第1項（応答責任）

　町は、公職者及び町民からの要望等につい
ては、迅速かつ丁寧に対応し、その記録を作
成するとともに、定期的に公表しなければな
りません。 ○町民からの要望への対応

○自治会要望の記録及び回答
○聴覚障害者協会からの要望への対応

B
○今後も自治会や町民からの
要望には、可能な限り対応し
ていくとともに、公表につい
ても検討していきます。

第21条（財政運営及び制度の整備）

第25条（行政評価）
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上牧町まちづくり基本条例取組状況評価一覧

（令和5年度）

条文[PLAN] 取組内容[DO] 今後の方針[ACTION]

（項目）条・項・号　主な内容 主な取組・事務等 達成度 取組方針・改善策等

評価[CHECK]

成果・課題

[達成度] A「概ね達成している」

B「取り組んでいるが、改善の余地がある」

C「できていない」

第26条第1項（必要に応じ外部機関等に
監査を実施させることができる）

　町は、適正で効率的かつ効果的な行財政の
運営を確保するため、必要に応じて外部機関
その他第三者(以下「外部機関等」といいま
す。)に監査を実施させることができます。

ー
○令和5年度において、個別外部監査請
求はありませんでした。

ー

第26条第2項（外部機関等による監査の
実施の請求）

　住民は、前項に規定する目的を達成するた
め、監査委員による監査に代えて、外部機関
等による監査の実施を請求することができま
す。

第26条第3項（請求時の外部監査の実施
等）

　町は、前項に規定する請求があったとき
は、外部機関等に監査を実施させることがで
き、その結果を公表するものとします。ただ
し、当該監査を実施させないときはその理由
を公表しなければなりません。

ー
○令和5年度において、個別外部監査請
求はありませんでした。

ー

　町が保有する情報は、町民共有の財産であ
り、町は、別に条例で定めるところにより、
情報を公開して町民の知る権利を保障しなけ
ればなりません。
2 町民が町政を理解し、まちづくりに参画
し、協働できるよう、町は、町政に関する情
報を速やかに分かりやすく提供しなければな
りません。

○情報公開条例に基づく情報公開
成
果

○情報公開請求に応じて、町政に関す
る情報の速やかな提供に努めました。 A

○今後も引き続き、条例に基
づき町民の知る権利を保障す
るとともに、求められている
資料について速やかにわかり
やすく提供できるよう努めて
いきます。

　町は、具体的な施策若しくは制度により情
報共有を推進しなければなりません。 ○広報紙、町ホームページ、SNS等を活

用した町政情報の発信
成
果

○広報紙「広報かんまき-彩愛-」や町
ホームページ、SNS（Facebook、
YouTube、LINE、Instagram）等を活用
し、町政に関する情報提供に努めまし
た。

A
○今後も引き続き、情報共有
に努めるとともに、情報発信
の更なる充実、改善に努めて
いきます。

第29条第1項（町政運営に必要な情報の
収集）

　町は、町政運営に必要な情報の収集に努め
なければなりません。

○インターネットを活用した事例等の
情報収集
○県及び近隣市町村との連携による情
報収集
○アンケート調査の実施
○先進地の視察

成
果

○各行政事務において、必要な情報の
収集に努めました。 A

○今後もよりよいまちづくり
の推進に向けて、必要な情報
の収集に努めていきます。

第29条第2項（情報の適正な管理及び保
存）

　町は、その保有する情報を速やかに提供で
きるよう、統一された基準により整理し、適
正に管理及び保存しなければなりません。

○情報セキュリティポリシーに基づく
情報の管理
○文書取扱規程に基づく文書管理

成
果

○情報セキュリティポリシーに基づく
情報の管理、保存に努めました。
○文書取扱規程に基づく適切な文書の
管理、保存に努めました。

A
○今後も引き続き、文書、情
報の適切な管理、保存に努め
ていきます。

　町は、個人の権利及び利益が侵害されるこ
とのないよう、別に条例で定めるところによ
り、個人情報の保護について必要な措置を講
じなければなりません。

○個人情報保護条例の遵守
成
果

○個人情報保護条例を遵守し、必要な
措置を講じながら、個人情報の適切な
取扱いに努めました。

A
○今後も引き続き、個人情報
の保護、適切な取扱いを徹底
していきます。

第31条第1項（町長及び町議会議員の立
候補者は選挙にあたり公約を示す）

　町長及び町議会議員の立候補者は、選挙に
あたり、町政に関する自らの考えを公約とし
て住民に示すように努めなければなりませ
ん。

〇上牧町議会議員選挙及び上牧町長選
挙における候補者の公約の明示

〇令和5年4月実施上牧町議会議員選挙
実施時に選挙公報を発行しました。 A

〇今後も町政選挙において、
選挙公報により立候補者の公
約を示します。

第31条第2項（選挙公報の発行）

　町は、前項に示す町長及び町議会議員の選
挙にあたり、候補者の氏名、経歴、公約等を
掲載した選挙公報を、選挙ごとに発行するよ
うに努めなければなりません。

〇上牧町議会議員選挙及び上牧町長選
挙における選挙公報の発行

〇令和5年4月実施上牧町議会議員選挙
実施時に選挙公報を発行しました。 A

〇今後も町政選挙において、
選挙公報を発行していきま
す。

第31条第3項（選挙公報の発行に関する
事項は別途定める）

　選挙公報の発行に関する詳細については別
途定めます。

〇上牧町議会議員及び上牧町長の選挙
における選挙公報の発行に関する条例

成
果

〇上牧町議会議員及び上牧町長の選挙
における選挙公報の発行に関する条例
を平成26年9月に制定しています。

A
〇今後も選挙公報の発行に関
する条例に基づき、選挙公報
を発行していきます。

第30条（個人情報の保護）

第31条（選挙公報等）

第28条（情報共有の推進）

第29条（情報の収集及び管理）

◆第6章　情報の共有等（第27条～第31条）

第27条（情報の公開及び提供）

第26条（個別外部監査）

検証対象外（住民の外部監査請求について規定したもの）
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上牧町まちづくり基本条例取組状況評価一覧

（令和5年度）

条文[PLAN] 取組内容[DO] 今後の方針[ACTION]

（項目）条・項・号　主な内容 主な取組・事務等 達成度 取組方針・改善策等

評価[CHECK]

成果・課題

[達成度] A「概ね達成している」

B「取り組んでいるが、改善の余地がある」

C「できていない」

成
果

○町民が自主的、自発的に行う公益活
動に対して、補助金を交付すること
で、まちづくりに参画する諸活動を支
援しました。
○町民の参画を得ながら、地域課題等
の解決に向けて町民と協働で各種取組
を進めました。

課
題

〇人材登録制度については、登録人
数、活用人数ともに増やしていくため
の検討が必要です。

第33条第1項（審議会委員等に原則町民
からの公募）

　町は、町が設置する審議会その他の附属機
関（以下「審議会等」といいます。）の委員
を選任する場合は、原則として町民からの公
募を含めなければなりません。

〇審議会等における公募による委員の
選任

成
果

○各種審議会等において、委員構成に
公募委員を含めながら会議を開催しま
した。

A
○協働のまちづくりを推進す
るため、今後も各種審議会に
おいて、委員の公募を行って
いきます。

成
果

○各種審議会等における会議及び議事
録の公開について、概ね適切に実施で
きています。
○議事録作成における事務負担軽減を
目的として、令和3年度から会議録作成
支援システムの運用を行っています。

課
題

○一部の会議において、会議及び議事
録の公開ができていないものがありま
す。

成
果

〇審議会等の会議の開催については、
町ホームページ等で概ね周知できてい
ます。

課
題

○一部の会議において、開催周知がで
きていないものがあります。

　住民は、町長に対して住民投票を請求する
ことができます。
2 議会及び町長は、住民投票を発議すること
ができます。
3 住民投票の実施に関する必要な事項は、別
に条例で定めます。
4 町は、住民投票を実施した場合において、
当該住民投票の結果を最大限尊重するものと
します。

ー

○令和5年度においては、住民投票の請
求がありませんでした。
※住民投票に関する条例等の設置につ
いては、個別設置型で対応することを
想定しており、請求があった場合に適
宜対応していくこととしています。

ー

第35条第1項

　町民は、多岐にわたる課題等に総合的に対
応し、個性的で心豊かな地域をつくるため、
一定のまとまりのある地域の多様な主体で構
成し、協働してまちづくり活動を行う組織と
して、まちづくり協議会を設立することがで
きます。

第35条第2項

　まちづくり協議会は、町民に開かれたもの
とし、町及びその他の組織と連携しながらま
ちづくり活動を行うものとします。

成
果

〇他自治体の取組事例の調査を行うと
ともに、奈良県主催の研究会に参加
し、まちづくり協議会に対する理解を
深めました。一方で、まちづくり協議
会の設立を考えるうえでは、協議会の
中心となる担い手の発掘や、地域の実
情に応じた形で、まちづくり協議会の
枠組みを構築していくことが必要とな
りますが、具体的な検討まで至りませ
んでした。

課
題

〇自治会長をはじめ、地域住民にまち
づくり協議会に対する理解を深めても
もらうためには、庁内において協議会
の枠組みの検討を進めるとともに、設
立支援体制を構築する必要があると考
えます。

B
〇会議及び議事録の公開につ
いて、適切に実施できるよう
に努めていきます。

第33条第3項（審議会等の会議の開催日
時及び場所等の周知）

　町は、審議会等の開催の日時及び場所、審
議項目などを、事前に広報紙等により町民に
知らせなければなりません。ただし、非公開
の場合は、その理由及び根拠を明確にしなけ
ればなりません。

〇各種審議会等における開催周知 B
〇会議の開催の周知につい
て、適切な時期に周知を行う
ことができるよう努めていき
ます。

〇引き続き、他自治体の取組
事例を調査・研究していくと
ともに、地域住民との意見交
換等の実施に向け、庁内にお
いてまちづくり協議会の枠組
み構築の検討を行っていきま
す。

◆第7章　参画と協働(第32条～第35条）

第32条（まちづくり参画における町の責務）

　町は、町民が自主的かつ主体的に行うまち
づくりに参画する諸活動を尊重しなければな
りません。

○協働のまちづくり公募型補助金事業
の実施
○人材登録制度の運用
○シルバークラブ連合会との協働
○手話言語推進会議
○健康上牧21計画
○結婚応援事業
○学校・地域パートナーシップ事業
○歴史ガイドボランティアの会の活動

A
○今後も引き続き、町民が自
主的かつ主体的に取り組む諸
活動に対して支援を行ってい
きます。

検証対象外（まちづくり協議会の主旨）

検証対象外（まちづくり協議会の活動方針）

第35条（まちづくり協議会）

第35条第3項
　町は、まちづくり協議会の活動に対して必

要な支援を行うことができます。

第35条第4項
　町は、まちづくり協議会の自主性及び自立
性に配慮するとともに、住民自治の一層の進
展を図るうえにおいては、その意思を尊重し

なければなりません。

第35条第5項
　まちづくり協議会の組織及び運営等に関す
る事項は別に定めます。

〇まちづくり協議会設立に対する機運
の醸成 B

第33条(審議会等)

第34条（住民投票）

第33条第2項（審議会等の会議及び議事
録の公開）

　町は、審議会等の会議及び議事録は公開し
なければなりません。 〇各種審議会における会議及び議事録

の公開
〇議事録作成支援システムの運用
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上牧町まちづくり基本条例取組状況評価一覧

（令和5年度）

条文[PLAN] 取組内容[DO] 今後の方針[ACTION]

（項目）条・項・号　主な内容 主な取組・事務等 達成度 取組方針・改善策等

評価[CHECK]

成果・課題

[達成度] A「概ね達成している」

B「取り組んでいるが、改善の余地がある」

C「できていない」

　町は、共通する課題を解決するため、他の
地方公共団体、国及びその他の機関と互いに
連携を図りながら協力しなければなりませ
ん。

〇すむ・奈良・ほっかつ！推進協議会
〇奈良県立大学との包括連携協定に関
する取組
〇南都銀行との包括連携協定に関する
取組
〇佐川急便との包括的な連携協定に関
する取組
〇日産自動車との包括連携協定に関す
る取組
〇奈良県企業版ふるさと納税連絡協議
会
○中和・西和広域連携検討会
○地域農業再生協議会
○静香苑環境施設組合
○葛城地区清掃事務組合
○山辺・県北西部広域環境衛生組合
○県域水道一体化協議会
○奈良県電子自治体推進協議会
○西和7町障害者等支援協議会
○老人福祉施設三室園組合
○病児・病後児保育事業
○史跡＆遺跡巡り「御墳印帖」プロ
ジェクト事業

成
果

〇地域課題の解決に向けて、行政間及
び民間事業者等との連携を図っていま
す。

A
〇まちづくりにおける各分野
の課題解決に向け、今後も必
要に応じて広域連携を推進し
ていきます。

　町は、毎年定期的にこの条例の取り組み状
況を評価し、その結果を公表しなければなり
ません。

〇まちづくり基本条例における取組の
成果及び評価の公表

成
果

〇条文に対する取組状況を評価し、公
表することにより、協働のまちづくり
に向けた取組の進行状況について共有
することができたと考えます。

A

〇今後も、取組状況に関する
評価を公表し、町民と共有す
ることにより、行政運営の改
善と協働のまちづくりの推進
を図るとともに、より的確で
わかりやすい評価、公表を目
指していきます。

第38条第1項

　町は、5年を超えない期間ごとに、この条例
の内容に見直しが必要か検討しなければなり
ません。 〇上牧町まちづくり基本条例検証委員

会の実施
成
果

〇令和5年度は検証委員会を4回開催
し、これまでの取組状況を確認しなが
ら、条例の内容に見直しが必要か検証
を行いました。

A

〇令和6年度は検証結果の取
りまとめを行い、パブリック
コメントを実施したうえで、
町に対し答申を行います。
〇今後も5年を超えない期間
ごとに条例の内容について検
証を行っていきます。

第38条第2項

　第1項に規定する検討を行う場合、住民主体
の検討委員会を設けて審議しなければなりま
せん。 〇上牧町まちづくり基本条例検証委員

会の設置
成
果

〇学識経験者や一般公募町民を含む委
員構成で検証委員会を設置し、条文の
検証を行いました。

A

〇今後も検証委員会を設置し
て、条例の見直しが必要か検
討を行っていきます。（今回
の検証委員会については、令
和5年度に条文全体の検証を
終え、令和6年度に「検証結
果報告書」の取りまとめを行
います。）

　この条例の改正にあたっては、事前に、住
民に改正の趣旨を説明し広く意見を聴く場を
設けるとともに、条例改正後は、その内容を
改正理由とあわせて公表しなければなりませ
ん。

ー
○令和5年度においては、まちづくり基
本条例の改正はありませんでした。

ー

第39条（条例の改正）

第37条（取り組み状況の評価）

第38条（条例の見直し）

第36条（広域連携）

◆第9章　条例の見直し等（第37条～第39条）

◆第8章　広域連携等（第36条）
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